
➢ 地方自治体が、行政サービスを安定的に提供し
ていくため、社会保障関係費の増加をはじめ、増
大する行政需要を適切に地方財政計画の歳出
に計上し、必要な一般財源総額を確保すべき

➢ 地方交付税総額を安定的に確保し、臨時財
政対策債の発行額をできる限り抑制すべき。

地方一般財源総額の確保等

どのような地域であっても、
どの時代に生まれても、
住民に安心と安全、幸せをもたらし、
活力ある持続可能な地域社会

令和５年度の地方財政への対応

目指すべき地域の姿 目指すべき地方財政のあり方

＜持続可能な地方税財政基盤の構築＞

➢ 自由に使える一般財源総額の確保
➢ 偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系
➢ 地方交付税の機能の適切な発揮

今後目指すべき地方財政の姿と令和５年度の地方財政への対応等についての意見（概要）
地方財政審議会
令和４年12月９日

＜地方財政の健全化＞

臨時財政対策債に依存せず、巨額の債務に圧迫されない姿
⇒（歳入面）地域経済の活性化による自主財源の増加
⇒（歳出面）行政サービスの重点化・効率化

物価高 と 新型コロナウイルス感染症 への対応

➢ 電気料金等の上昇などにより、地方自治体の光熱費負担等が増加しており、実情を踏まえた適切な対応が求められる

➢ 現場を担う地方自治体が財政面での心配なく新型コロナウイルス感染症対策に取り組めるよう、国は引き続き必要な財源を確保すべき

➢ 次の感染症危機に備えるための対応として感染症法等が改正されたが、地方自治体の財源不足により感染症対策に支障が生じないよう、国庫補助率の嵩
上げ等の法制上の措置を講じるべき。その上で、新型コロナウイルス感染症やそれ以上の感染症が発生した場合は、補助金や交付金等の措置を講じるべき

➢ 地域社会のデジタル化を集中的に進めるため、
地域デジタル社会推進費の拡充を図るべき

➢ 地域デジタル化の需要を的確に反映する観点で
マイナンバーカード交付率を普通交付税算定に
用いることを検討し、その趣旨の周知を図るべき

➢ 地域おこし協力隊やローカル10,000プロジェ
クトの取組を強化すべき

➢ 地方自治体が自主性・主体性を発揮しつつ地方創生
に取り組めるよう、必要な財源を適切に確保すべき

デジタル田園都市国家構想等の実現

➢ 地方自治体が地域の脱炭素化の取組を積極的
に進められるよう支援を強化すべき

脱炭素化の推進

➢ 「緊急防災・減災事業債」の対象事業を追加
し、財政措置を拡充すべき

安全・安心の確保のための防災・減災、
国土強靱化等の推進

➢ 施策の充実を具体化する際は、地方の意見を
十分に踏まえ、検討を進めるべき

➢ 恒久的な施策を導入する場合、地方負担分
について、恒久的な税財源を確保すべき

全世代型社会保障制度の構築

➢ 持続可能な地域医療提供体制を確保する観
点から、経営強化に係る取組を支援するため、
所要の財政措置を講ずべき

公立病院経営強化の推進

➢ 国内外の金融市場でＥＳＧ債への需要が高まっ
ていることを踏まえ、ＥＳＧ地方債の共同発行も
含め、資金調達手段の多様化に取り組むべき

地方財政の健全化に資する取組等

➢ 広域化の推進に係る取組に対し所要の財政措
置を講じるなど、引き続き支援すべき

水道・下水道事業における広域化等の推進

➢ 地域公共交通ネットワークの再構築が推進され
るよう、国において必要な財政措置を講じるべき

➢ 公営地下鉄事業の安定経営のため、地下鉄事
業特例債の延長など、引き続き支援すべき

地域公共交通の維持・活性化

➢ 住民サービスの向上等を図る観点から、決算情
報等の「見える化」を図る必要


